
別表第１ （第２条関係）

さくら市保育園入園実施基準調査書

区分 実施基準 保護者の状況 指数 父 母

１

就 労

(月 64時

間以上)

居宅外

労 働

居宅外

労 働

（自営

業・外

勤）

月20日以上

８時間以上の就労 １０ １０

７時間以上８時間未満の就労 ９

６時間以上７時間未満の就労 ８

４時間以上６時間未満の就労 ７

月16日以上20日未満

８時間以上の就労 ９

７時間以上８時間未満の就労 ８ ８

６時間以上７時間未満の就労 ７

４時間以上６時間未満の就労 ６

上記以外で月64時間以上就労をする場合 ５

内 職 ４

２ 就労予定
就労先決定

求職活動中で就労先が決定しているもの（上記区分１に該当

するものから減点）
－１

就労先未定 求職活動中 ２

３ 出 産 出産前後３か月のもの ８

４
保護者の

疾病等

疾病

入 院 おおむね１か月以上 １０

居宅療養

常時臥床 疾病のためおおむね１か月以上常時臥床 １０

精神性等 精神性、感染症の病気と特殊疾病 ９

一般療養
医師がおおむね１か月以上加療（安静）を要す

ると診断したもの
７

そ の 他
比較的軽症であるが、定期的通院等を要するも

の
５

障がい

身体障害者手帳１・２級、精神障害者保健福祉手帳１・２級、療育手帳

Ａまたは同程度
１０

身体障害者手帳３級、精神障害者保健福祉手帳３級、療育手帳Ｂまたは

同程度
７

５
病人の看

護等

入院付き添い
おおむね１か月以上親族の入院の付き添いにあたっている

もの
１０

居宅内看護 同居の家族の長期居宅療養介護にあたっているもの ６

心身障害児介護
心身障害児等の介護、通園、通院、通学等にあたっているも

の
８

ねたきり老人介護
同居の祖父母等、寝たきり老人の介護に常時あたっているも

の
７

６ 家庭の災害等 災害で損なわれた居宅等の復旧にあたる場合 １０

７ 就学・技能習得 就学・技術習得のために保育にあたれない場合
就労時間

に準じる

８ 虐待・ＤＶ 虐待・ＤＶのおそれがある場合 ２０

＜ 記 入 例 ＞

※ 保護者および世帯の状況について、該当の指数を下記のように記入してください。

※ 基準調査書は両面あります。

※ 申込内容を確認後、基準点を修正・調整する可能性があります。

就労証明書により算定します。

派遣社員や会計年度任用職員等で入園

希望月時点の勤務先が未定の場合は求

職活動中扱いになります。

父母欄それぞれ１つのみに

なります。

複数該当する場合は最も中

心となる事由となります。

【例】母親が仕事をしながら

通院している。

→就労証明書と疾病・介護

等申告書のどちらを提出して

いるか。なお、両方提出した

場合はよりどちらが中心で生

活しているか確認して算定し

ます。

さくら市保育園利用調整基準調査書

区分 調整基準 指数

１
児童の状

況

父母が仕事をしながらみている（同伴就労）※外勤に限る ＋１

就業先の事業所内託児施設で保育中（施設名 市町村名 ） ＋１

企業主導型保育事業所で保育中（施設名 市町村名 ） ＋１

祖父母以外の親類に日々依頼（保育者名 続柄 市町村名 ） ＋１

他人に日々依頼 （保育者名 市町村名 ） ＋２

認可外保育施設に入園中 （施設名 市町村名 ） ＋２

産休・育休期間中で、直ちに復職を希望している ＋２ ＋２

産休・育休期間中で、希望する保育所等に入園できない場合は育休を延長する －２

保育園入園中で、さくら市転入のため転園申請 ＋２

保育園入園中で、転居・希望保育園入園のため転園申請（希望） ＋１

低年齢保育所等（氏家さくら保育園、ちびっこランドさくら園、ゆうゆうランドさくら園、

つくし保育園、他管外保育園）の卒園児童（※１）
＋５

家において置く（放任）、他所へ預けたままの状態 ＋３

障がい児である ＋５

２
同居の親

族の状況

６５歳未満の祖父母等の親族が同居またはさくら市内に居住していて保育の手助けがで

きる場合
－１

３
兄弟姉妹

の状況

兄弟姉妹が入園中、同一施設または姉妹園、連携施設に下の子を入園申請 ＋５

下の子を家で保育可能 －１

４

世帯の特

殊事情（重

複しない

こと）

両親がいない ＋２０

母子・父子家庭 ＋１５

保護者が市外で単身赴任中の世帯 ＋２

生活保護世帯 ＋５

失業（世帯の生計中心者の失業・倒産により、緊急に生活の安定が見込まれるもの） ＋２

市民税非課税世帯 ＋１

５
自営業・

在宅勤務

入園申請児童を同伴し、特に危険なものを扱い就労している ＋１

自営協力者で他に従業員がいる場合 －１

６
父母の勤

務先

親族経営の同族会社、個人営業等 －１

保護者が保育士・幼稚園教諭・保育教諭として市内の保育所、放課後学童クラブ等に勤務

している（※２）※転園申請は除く
＋６

７ その他

保育料の滞納がある（卒園した兄弟姉妹を含む）※納付相談、分納中を除く －１０

危険性又は緊急性が非常に高く、特別な配慮が必要と認められる世帯（※３）
＋１～

２０

備考

※１ ３歳未満児を対象とする低年齢保育所等において保育を受けていた子どもが円滑に卒園後も継続して保育

を受けることができるようにするため、低年齢保育所等の卒園児童である場合に加点する。

※２ 保育士等不足解消のため、保育士・幼稚園教諭・保育教諭として保育所等に勤務する場合に加点する。

※３ 「特別な配慮」とは、児童福祉の観点から適切な保育の実施が必要であると認める特別な事情がある場合

に適用する。

例） 過去に虐待や児童相談所等による保護の経緯があるなど、児童の心身に危険が及ぶ可能性が高く、

社会的養護が必要な場合

該当するものがありましたら、指数と

同じ数字を記入してください。

単身赴任先の住所が分かる

ものを添付してください。

保育園入園に係る意見書も

提出してください。


